近代以降の日本における住宅計画学の成立と終焉─住宅の標準化という限界性に着目して─ by 三村, 達也 & MIMURA, Tatsuya
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - ３３ - 
（論文） 
近代以降の日本における住宅計画学の成立と終焉 
─住宅の標準化という限界性に着目して─ 
三村 達也 
 
 
はじめに 
 
 「日本における「標準化」の史的考察」という共同研究を行うにあたり、その考察を進める為にメンバーから幾
つかの論点が出された。それらは主に、以下四点であった。 
 
(1)、社会が近代化していく過程でヒトやモノの標準化は不可欠なものである。 
(2)、標準化が進む過程で、そのダイナミクスに注目すべきである（1）。 
(3)、標準化は誰がリーダーシップをとるか、また、自身が作ったルールを如何に社会に浸透させるかという
「支配」として論理の側面を持つ。 
(4)、(2)や(3)の内容に関わって、「支配」の論理に対する抵抗という動き、すなわち、標準化に対抗するよう
な動きが同時に発生していく点にも配慮すべきではないか。 
 
 以上のような論点が出されたが、それらの論点の中でも(1)のように、近代化を押し進める上でその前提とな
る標準化という認識は各メンバーが共通していたように思う。こうした認識に対して、筆者も基本的に異見はな
い。ただ、以下の点で一つの疑問を筆者は感じていた。それは、そもそも標準化が進む段階で、どの分野で
も均質的に標準化が進むわけではなく、標準化しやすい性格のもの、一方で、それが難しい性格のものとで
は進行過程が当然異なるはずだという点であった。また、そうした点に着目して議論した先行研究がないこと
や研究視角が欠落している点には不満であり、そうした点に留意した上で、「日本における「標準化」の史的
考察」が行なわれる必要性があると筆者は感じたのである。そうでなければ、あたかも均質的に標準化が進行
してきているかのような錯覚を与えることにもなりかねず、それは日本における「標準化」に関わる歴史認識を
平板化してしまうという危険性を伴うからである。 
 そこで筆者は、標準化を進めたことで逆に課題が生じた事例が歴史的に確認できないか考えてみることに
した。そうした事例には、標準化しにくい性格のものを標準化した結果生まれた問題が存在すると考えたから
である。その中で注目したのが、近代以降の日本における住宅計画学に関わる歴史であった。この分野は住
宅計画、言い換えれば、その平面設計を担う学問領域であると同時に、住宅供給の方法論の分野も担う。こう
した領域が形成されていくのは、近代以降の日本においては戦時体制下において、特に労働者の住宅問題
が発生していく流れにおいてである。戦時体制を支える労働力の休息場所として、また、それによって労働の
再生産が可能となる為にも労働者住宅の確保と、その大量供給は不可欠なものであった。そうした状況下で
体系化されていった住宅計画学が第二次大戦以降にどのように引き継がれ、逆に、その後どのような背景か
ら限界を露呈させていくのか。こうした点を明らかにすることで、近代化をおし進める上での標準化の必然性と
いったある種ステレオタイプな従来の見方に対して、新たな論点の視角を与えられる研究成果になればと思
っている。 
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1節 日本における住宅計画学の形成、その貢献 ‐西山夘三の成果を中心に‐ 
 
1節‐1 日本における住宅計画学の体系化 
 まず、日本において住宅計画学という分野が如何に形成されていったのかをみていくことにしよう。そのため
に、その前提となり、かつ基礎ともなった建築学者西山夘三の残した住宅計画学の成果をおさえる必要があ
る。その理由は単純で、近代以降の日本社会において住宅計画の分野を確立させた第一人者が西山だから
である。よって以下では、西山による庶民住宅の研究の特徴をみていくこととする。 
 西山の庶民住宅の研究には注目すべきいくつかの特徴がある。それを大きく分ければ、住宅計画に関する
研究方法とそれによって得られた成果、さらに、そこで得た研究成果を一斉に供給する為のシステム構築の
あり方であろう。まずは研究方法であるが、西山は庶民住宅の設計・規格化にあたり、まず膨大な居住実態調
査を行うことを何よりも重視した（2）。そして、その調査を「住み方調査」とし、この調査によって、実際に住宅内
で暮らす人々の居住実態(暮らしのあり方)を明らかにすると共に、居住者の住要求や住様式、さらにそこで見
られる住み方の法則性を把握しようとしていった。そもそも庶民住宅に対する研究関心が弱かった当時にお
いて、西山のような視点から庶民住宅を研究した例はなく、ましてや庶民住宅に関する確たる研究成果は出
されていない状況にあった。 
 ちなみに、庶民住宅の研究に関わるものとしては1941年に出された建築学会による「庶民住宅の技術的研
究」と題した報告がある。しかし、西山はこれについて西山は疑問を持つと同時に痛烈な批判を行う。具体的
には、建築学会の小住宅計画に関する考え方は、大邸宅の縮小化に基づく転用論（3）であるとし、これに対抗
して、小住宅の住み方には大邸宅とは異なる独自の問題があると論じている。また西山は、こうした学会の提
案は彼自身がそれまでに見てきた庶民住宅とあまりにかけ離れているとして批判する。そして、実際の庶民住
宅とかけ離れた提案が学会から出される背景には、劣悪な住宅に苦しむ庶民の生活実態を十分に把握せず、
「戦時下の非常時であるから生活はできるだけ簡素にしなければならない」という上からのアプローチが強く関
係していると西山はいう。このように、建築学会の「庶民住宅の技術的研究」に対して、西山は、庶民が暮らす
狭い住宅内での生活実態を明らかにすることこそが何より重要だと考え、「住み方調査」を住宅研究の根底に
据えて、自らの住宅研究を進めていった。 
 西山はそれまで多くの住宅調査を実施していたが、その調査方法は実は一貫しておらず、多様な性格の調
査が行われていたことに注意しなければならない（4）。西山の住宅調査が居住者の暮らしを徹底的に調査し、
そこから何らかの住様式を見つけ出そうという方法へ転換していくのは、この建築学会による報告以降であ
る（5）。 
 「住み方調査」を実施する中で、西山はある点に気がついていった。それは、庶民住宅内において居住者
が食べる場所と寝る場所を意図的に区分して生活している住様式、すなわち「食寝分離」の実態であった。こ
の実態を初めて確認した調査は、西山が住宅営団在籍時に行った千住緑町分譲団地（東京）の調査(1941)
である。住宅営団は、日中戦争の激化とともに戦時下の国民生活の安定をはかる国策の一環として、わが国
で初めて住宅供給・住宅政策の国家代行機関として1941年5月に設立された。このような組織にあって、西
山が発表した「食寝分離」論は、その後、日本建築界において大きな影響力を持つこととなった。実際、この
成果が明らかにされ、発表されて以降、庶民住宅の設計・規格化は、「食寝分離」を反映させた間取りへと変
化をみせていくのであった。しかし、戦局の悪化に伴い、住宅営団の住宅規格も徐々に切り下げをやむを得
ない状況に陥った。これにより、戦時下において、西山の「食寝分離」論を反映させた住宅が全国で一斉に建
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設されるまでには至らなかった。それが陽の目を見るのは、第二次大戦後の1951年に設計された公営住宅
規格案まで待たなければならない。 
 
1節‐2 第二次大戦以降の住宅計画学の貢献 
 このように戦時体制下において体系化された西山住宅学の成果が、第二次大戦以降の日本社会のなかで
どのように引き継がれていったのか。その点について以下で論じていこう。 
 まず、そのために、藤森照信『昭和住宅物語』（6）を基にしつつ、その成果がいかに引き継がれていったのか
を簡単に整理しておきたい。この文献を基にした理由は、著者の藤森が、DKの原理となる「食寝分離」を明ら
かにした西山、またその研究成果を基にDKを立案した建築学者鈴木成文に直接インタビューし、それをまと
めたものだからである。いわば、DK誕生史の「歴史的証言」が納められた書とも言えよう。『昭和住宅物語』を
軸に整理すると、以下の通りである。 
 まず、1950年に建設省は各地の公営住宅の建設指針を決めるために建築家を集め、標準設計委員会を
開いている。そこに加わっていた、当時、東大助教授だった吉武泰水は、彼の研究室の院生であった鈴木成
文等と共に平面計画を実施した。ちなみに、設計を行った吉武は後に、「私の建築計画学への西山さんの影
響は大きいですし、もちろん食寝分離論も西山さんから出たものです」と西山住宅学の影響を強く受けていた
ことを語っている（7）。当時、吉武研究室院生だった鈴木も、吉武と同様に、西山が書いていた食寝分離につ
いての論文を読みながら、その影響を強く受けたと語っている（8）。そして、自らも住宅調査を行い食寝分離の
実態を確認することで、自身の住宅研究を進めていったという（9）。こうして設計された平面計画案は、西山が
明らかにした食寝分離が可能な設計となっており、「51Ｃ型」と名付けられた。この平面案では、寝室が2つと、
食事室と台所が一緒になった部屋、すなわち後に言うDKが設けられていた。 
 こうしたことから判断しても、「51Ｃ型」規格案において、西山住宅学の成果は大いに反映されていたといえ
るだろう。とはいえ、当時の公営住宅は規模も小さく、かつ、全国で一斉に建設されたわけではなかったため
に、社会に与えたインパクトはさほどではないとされる。その後、1955年に発足した住宅公団もDKを採用（10）
した。 
 ちなみに住宅公団は、日本の住宅行政において、賃貸住宅および分譲住宅の建設、ならびに計画的な宅
地開発の推進を行うことを目的として設立された組織である。この住宅公団の前身にあたるのが、戦時体制下
で住宅政策・供給を担った住宅営団である（11）。こうした住宅公団の設立背景には、1955年の衆議院総選挙
において、各党が住宅対策を選挙スローガンに掲げていたという点と、その選挙の結果成立した鳩山内閣は
重要施策の第一に住宅対策の拡充を掲げていたことが、大きく関与していることを押さえておきたい。 
 公団住宅にDKを採用した際、ダイニングに当時このクラスの住まいには珍しいテーブルを、またキッチンに
ステンレスの流し台など（12）を入れている。この流し台は、浜口ミホに研究を委託して規格の型を定め、大量発
注を背景にして、当時は中小メーカーであったサンウェーブにプレス加工の技術開発をさせて、実用化に漕
ぎつけた。流し台を設計した浜口は当時を振り返り、「あの流し台が出る前のDKはひどいものでした。(中略)
要するに居間や食堂のようなコンフォタブルなちゃんとした部屋に台所をくっつけて、それまで薄暗くてジメジ
メしていたところでゴトゴトやってた台所仕事を、もっと生活の表舞台に出しましょうっていう主張だったわけで
す。そうしないと主婦は浮かばれません。主婦のスペースとして台所を明るいところに出すことで、新しい時代
にふさわしいモダンな住まいがはじめて生まれます。」と語っている（13）。要するに、公団住宅におけるDKに
は、公営住宅と違い、脱封建制ともいえる女性の民主化の流れを受けた設計思想が組み込まれているのであ
る。こうして完成したステンレスの流し台を備えたDKは、当時の社会、特に若い層のあこがれの的となり、結
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果的に、住宅公団が設計した住宅規格(間取り)は社会に急速に浸透していった。ただ、ここで1つ留意しなけ
ればならないのは、住宅公団が初めて食事室と台所が一緒になった部屋を組み入れた間取りを、DK〈ダイニ
ング・キッチン〉と名づけた点である。公営住宅であった「51Ｃ型」規格案において、DK規格は既に組み入れ
られていたものの、特別なネーミングは未だつけられていなかったのである。 
 以上から戦時体制下に体系化した西山住宅学の成果が、第二次大戦以降の日本社会において住宅の標
準型を決定する上で非常に大きな影響を持った事実が理解できる。それだけでなく、こうして設計された住宅
の標準型を一斉に供給するための、マスハウジングシステムの構築・展開も西山住宅学から影響を受けてお
り、そうした住宅供給がこの時期には実施されていくのである。このように戦時体制下に完成した西山住宅学
の方法論が第二次大戦以降の日本社会に強い影響を持った背景には、当時、西山住宅学の在り方や方法
論自体が強い説得力を持っていたことはいうまでもない。しかし、それと併せて、戦時体制下において、国策
遂行機関として住宅供給・住宅政策を一手に担う住宅営団の中に西山が身を置いていた事実も重く受け止
めねばならない。なぜなら、国策として国家の生産力拡充を目指し、労働力再生産装置となる国民住宅(庶民
住宅)を先導する役割を期待された住宅営団に身を置いて住宅調査・住宅規格・住宅供給に関わったからこ
そ、西山の住宅研究の成果は社会に強い影響を与えることが出来たからである。これらの背景が関わりあっ
て、西山住宅学の成果、また、その影響は第二次大戦以降も生き続けることになった。 
 
 
2節 高度成長期に露呈する住宅計画学の課題、それへの動向 
 
2節‐1 高度成長期における住宅計画学の課題 
 では第二次大戦以降に引き継がれた西山住宅学の成果は、その後も一貫して日本社会の中で通用し続け
たのだろうか。その答えは否である。西山、並びにその住宅学は唯物史観を思想的基盤としており、そうした
立場は終始一貫していたことが先行研究により指摘されている（14）。この事実は、ある意味でその柔軟性の欠
如という問題を持っていたことを意味する。そうであるとすれば、第二次大戦以降、特に高度成長を遂げる日
本社会が劇的に変化していく中にあって、西山住宅学はそうした流れにどこまで対応できたのか検証せねば
ならない。以下では、その点に焦点をあて考察を進めていくことにしよう。なお、この考察は①西山住宅学に
おけるマスハウジング論のありかた、②第二次大戦後、特に高度成長期における社会変化、③70年代以降
の家族像の揺らぎ、また住要求の変化、④70年代以降の住宅計画を巡る状況と西山住宅学のマスハウジン
グ論との齟齬、の四点から論じていくことにしたい。 
 
① 西山住宅学におけるマスハウジング論のありかた 
 それでは、まず西山のマスハウジング論そのものについて確認することにしよう。この点については既に、住
田昌二、西山夘三記念すまいまちづくり文庫編『西山夘三の住宅・都市論 その現代的検証』(2007年)にて
的確な整理がなされている。よって、本稿でもそれを参考にすることとする（15）。それによれば、西山のマスハ
ウジング論の特徴は三点に分けることができる。 
 第一に、西山は低位にある日本の住居水準を全体的にどう押し上げるかに思考を集中させていった点であ
る。その結果、たどり着いた方法論が「型計画」であった。要するに、住宅の「標準型」を見つけ出し、その
「型」を公共中心、大量生産方式で供給するというものであった。 
 第二の点は第一の内容と関係する。具体的には、西山は常に住宅政策の「一般解」を求め続けたという点
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である。西山の関心は、古い生活様式や居住様式、低劣な住居状態、遅れた住宅生産構造を全体的視野に
入れ、その相互関係に注目しつつ、一挙に近代化を押し進める、マクロ一般理論の形成にあった。 
 第三は、西山のマスハウジング論は「供給者の論理」によって構築されていた点である。西山は、居住者の
住要求を詳細、かつ膨大な調査をもとに機能的に推論することを常道とした。その限りでは居住者の視点に
立っているが、住宅供給の次元において、西山が構想するシステム社会のなかに住要求が要素還元されると
き、供給者の機能的・合理的判断基準のフィルターでもって、住要求は単純化されてしまうという性格を有し
ていた。 
 以上の西山のマスハウジング論の特徴である。これらをおさえた上で、次は第二次大戦後、特に高度成長
期における社会変化をみていくこととしよう。 
 
② 二次大戦後、特に高度成長期における社会変化 
 ここで何より注目すべきは、日本社会の高度成長の始まりに伴い、工業部門の労働力需要が増大し、農村
部から都市周辺への急激な人口移動が発生した点である。これに伴って都市周辺部における住宅問題が発
生しているが、このことが後の継続的な住宅建設をもたらすきっかけとなった。こうした住宅問題の事態に対処
すべく、政府が打ち出した「住宅建設10か年計画」により、1955年に住宅公団が設立されている（16）。住宅公
団は、日本の住宅行政において、賃貸住宅および分譲住宅の建設、ならびに計画的な宅地開発の推進を行
うことを目的として設立された組織である。なお、この住宅公団の前身にあたるのが、戦時体制下で住宅政
策・供給を担った住宅営団である。公団によって賃貸・分譲住宅の供給が実施されているが、実はその供給
戸数は決して多くはない（17）。しかし、住宅公団の住宅建設における重要な意義は別の点にある。その一つ
が、戦前とは異なる、第二次大戦以降の新たな住宅の標準型を提供したという点にあった（18）。その標準型と
は、「食寝分離」(台所と寝室を分ける)と「就寝分離」(夫婦と子供の寝室を分ける)を可能にした住宅であり、こ
こから2寝室にダイニングキッチンが基本設計となったのである。繰り返し述べるように、そこには戦時体制下
において西山が打ち出した研究成果が反映されている。こうした公団団地、言い換えれば、新たな住宅の標
準型に対しては好評で、1958年頃からアパートに住む新しい社会集団に「団地族」（19）という名が与えられ、
ジャーナリズムでも注目を集めるところとなった。なお、公団以外の動向として、地方自治体・民間ディベロッ
パーによる宅地造成も活発化し、マンションや戸建て住宅の建設が進んだ。そうして建設されたマンションや
戸建て住宅にも、住宅公団の住宅の標準型が強い影響を与えていった。そして、1960年代後半から、それま
での「DK」型に代わる新たな規格として「ｎLDK」型の規格が登場し、それは徐々に日本における住宅規格と
して標準化するに至った、という流れが認められるのである（20）。ここまでの流れで、高度成長期における社会
変化が急激な都市への人口移動をもたらし、住宅問題を発生させ、そこで考案された新たな住宅の標準型が
支持されていった経緯が理解できるだろう。ここでもう一つおさえておくべき点がある。それは、住宅の標準型
をつくり出す上で、標準的な住宅に対する標準的な家族という対応関係を想定し、後はそれを大量に供給し
ていくという、西山のマスハウジング論の論理がはっきりと確認される点である。 
 注目すべき高度成長期の社会変化は他にもある。それが、消費の急速な拡大であった。とくに1960年前半
の上昇は著しく、さらに65年の落ち込みを挟んで、60年代後半には再び10％前後を示した。総需要に占め
る比率からみても、民間最終消費は一貫して総需要の増加の50‐60％を占め、成長の牽引力、あるいは下支
えの役割を果たした（21）。周知のことではあるが、当時の消費の特徴を簡単に確認しておきたい。高度成長期
前半(1965年以前)の消費の中心は、テレビ・電気拙宅器、電気冷蔵庫といった耐久消費財であり、「三種の
神器」と呼ばれた。1965年の景気落ち込み以後、1966年以降、再び消費ブームが起こる。この時期の消費
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の中心は、カラーテレビ・乗用車・クーラーの高価格の耐久消費財であり、3Cと呼ばれた。そして、このような
消費拡大の背景にはいくつかの要因があった（22）。一つ目は、急速な所得向上が消費の拡大を支えていた。
二つ目は、大量消費と規模の経済性実現の相乗効果があったことである。高度成長期の耐久消費財の特徴
は、規格化された商品を人々が大量に購入するという大量生産・大量消費にあり、加えて耐久消費財需要の
所得弾力性が高かったため、所得の上昇が一気に需要を増加させ、これによって可能となった大量生産が
製品価格を引き下げて、さらに需要を拡大するというメカニズムが作用したのである。そして最後は、高度成
長期において進行した核家族化（23）が消費拡大効果を持っていたことである。核家族化は世帯数の増加を意
味し、増加した各世帯に対してワンセットの耐久消費財の購入を促す流れを生んだという。 
 以上の内容を整理すれば、高度成長下で登場した核家族は高度成長の社会を担う労働力を標準的な住
宅から送り出すと同時に、かつ、高度成長によって生み出される大量の消費財の受け皿にもなったことが理
解できよう（24）。 
 
③ 70年代以降の家族像の揺らぎ、また住要求の変化 
 1960年代を通じて定着していった核家族であったが、70年代後半あたりから、様々な局面で揺らぎをみせ
るようになったと言われるが、その要因は、女性の職場社会への進出であり、もう一つが未婚化、さらに高齢
化社会の進行であったという（25）。このように、1970年代は日本の家族の視点からもターニングポイントであっ
た。この時期を境に、それまでの標準的な家族像は大きく揺らぎ、組み替えられていく。そして、個人化、人口
高齢化、グローバル化という新たな社会環境のもとで、新たな家族設計への模索が始まっている。こうした立
場から積極的に発言をしているのは、社会学者の上野千鶴子であろう。上野は自著『近代家族の成立と終
焉』(1994年)の中で、現代の家族が家産・家業・家名のような実態的な基盤を失い「居住の共同」「食の共同」
も揺らぎ、さらに「性の共同」「血縁の共同」さえあやしくなっている中で、家族のアイデンティティ(家族を成立
させている意識)はその根拠を求めてさまよっているとし、現代の家族が劇的に変っている現状を暴露する。と
同時に、そうした変化の中で現実の家族以上に絶対的で宿命的な関係が構想されている現実も明らかにし
ている（26）。そこには、高度成長期において登場し、強く人々に意識づけられた核家族、そうした標準的な家
族というものはとっくに解体し、新たなステージに進行しているのだという上野の強いメッセージが感じられる。 
 1970年代にはこのような家族の変化だけでなく、それに伴って住要求の変化も起こっていく。この背景には
何より、1970年前半の時期に、日本の平均的な家庭の消費生活が著しく豊かになっていたことが関係してい
る。所得水準は1955年に比べて3倍に上昇し、エンゲル係数は30％にまで低下している。これと並行して、そ
の生活様式も一変していった。かつて住宅内ではちゃぶ台、風呂は銭湯を使っていた一般的な日本の家庭
にあって、それがテーブル・椅子、風呂のある生活に変っていった。住環境も着実な向上をみせる。1970年
代前半の新築住宅の平均床面積は80㎡を超え、55年時の水準を15‐20㎡上回った。先に述べたように耐久
消費財の普及が一巡すると、今度は消費者の商品に対する要求は高級化・多様化していく（27）。このような社
会状況の中で、住宅に対する要求も例外でなかった。それまでの標準的な核家族像が揺らぎをみせる中、も
はや1955年に住宅公団が考案した標準的な住宅は、もはやそうした家族の変化に適さないものとなっていた。
よって、住宅産業各社も高級化・多様化した居住者の要求に対応させた住宅設計を行わなければならない
状況が生まれ、新たな住宅の型を提案することが不可欠な状況を迎えたのである。 
 
④70年代以降の住宅計画を巡る状況と西山住宅学のマスハウジング論との齟齬 
 こうした急激に変化していく家族や社会の状況に対して、西山のマスハウジング論は一つの転換を迫られる。
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それは西山のマスハウジング論がその方法論的な限界を迎えたことを意味する。その点(限界)について言及
したものを幾つか紹介しよう。まず、建築学者の布野修司は西山住宅学、特に住宅の型計画における課題を
以下の様に語っている。 
 
「確かに、そうした限界は、そうした一面の評価において、また、それが多くを依拠した理論や方法そのものの
歴史的な限界として確認することができよう。たとえば、「一定の社会形態と一定の芸術の型との間の法則的
な連関を設定する」こと、そして「反復された類似の社会形態に対応して、一定の芸術の型の法則的な反復
性を明らかにする」ことを主眼とするフリーチェの芸術社会学の構想は西山夘三に大きな影響を与えているの
であるが、歴史と法則性を抽象的に分離することにおいて、すなわち、法則性がスタティックに機械的に想定
され、反復の概念があいまいであること、全体として、運動、過程、発展の契機を欠き、未来について沈黙を
余儀なくされることにおいて、限界をもっていたといってよい。そうした限界を、西山夘三もまた、具体的には、
住宅の型計画の方法において示されるようにもっていた。」（28） 
 
 要するに、西山の住宅の型計画においては、居住様式(生活)と間取(空間)との限定された関係にのみ焦点
があてられており、それ以外の要素に注目しない為に、現実の生活や空間の全体性を正確に把握することを
難しくする可能性を有していたとの指摘である。 
 また、西山門下生の一人である建築学者の住田昌二は、西山のマスハウジング論における「型計画」のあり
方の限界を指摘する。 
 
「食寝分離で導かれた「標準型」は、極小住宅レベルでは確かに妥当した。しかし、住宅規模水準が高くなり、
住要求が多様化してくると、「型計画」と現実とのズレは大きくならざるを得なくなった。(中略)西山のマスハウ
ジング論の終焉を結果として気づかされたのだった。」（29） 
 
 ここで住田は、戦時体制下や第二次大戦以降まもなくの時期、つまり、住宅難で極小住宅を設計するという
状況下においては確かに西山のマスハウジング論は有効であったと認めている。しかし、その後社会が復興
し、経済的にも豊かになり、住要求が多様化してくると西山の住宅計画と現実にはズレが出ざるを得ないもの
であったというのである。確かに、住宅難で極小住宅の建設が要請されていた時期(量の要求の時代)におい
ては、西山のマスハウジング論は決定的な意味を持ち、かつ、その影響力も大であった。しかし、住宅難を脱
し、人びとが多様な住生活を要求する時期(質の要求の時代)に入ると、その限界が露呈していったのである。 
 実際にこの時期になると、西山が戦時体制下において体系化していった建築計画学という分野そのものに
対する限界が意識され出す（30）。それらは、以下の通りである。一つめが膨大な住まい方調査(居住実態調
査)を行い、対象についての細かな知識を蓄積することがどのように設計に役立つのかという疑問である。二
つめは、標準化や平面計画へ還元することの問題が指摘された点である。そして、最後は先に触れた通り、
居住様式(生活)と間取(空間)との限定された関係にのみ焦点があてることが、対象自体の位置づけや生活や
空間の全体性を見失うことにつながるといった批判である。こうした状況下にあって、西山のマスハウジング論
は一つの転機を迎えることとなった。 
 
2節‐2 70年代以降の住宅計画学の新たな取り組み 
 建築計画学という一つの学問領域が、特に第二次大戦以降の日本社会において強い影響力を持ったが、
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70年代以降になるとその限界が意識され出した点は既に論じた通りである。そうした状況下にあって、計画学
の立場からどのような働きかけを行い、これを克服しようとしているのだろうか。言い換えれば、西山のマスハウ
ジング論を如何に超克しようとしているのか。本節の最後はこの点に着目してみたい。では、まず以下に掲載
した上野千鶴子の発言を見て欲しい。 
 上野は以下の様に語る。 
 
「51C型以降、建築家が全く新しいスタンダード・モデルを提案していないと、最近は建築界の内部からも批
判が出ているとお聞きしました。社会学をやっている者の眼から見ると、家族が変貌してきたことを前提に、住
宅の内部空間のモデル・チェンジをどうして建築家はやろうとしないのか、ずっと不思議に思ってきまし
た。」（31） 
 
 この発言は、第二次大戦以降、特に高度成長期において急激に変化していく家族に対して、なぜ住宅の型
が従来のままで変化しないのかとの疑問であると同時に、そうした住宅を設計している建築家に対しての批判
でもある。では、こうした批判が社会学分野から出されるように、建築計画学の側からの具体的な働きかけは
行われていなかったのか。勿論そうではない。こうした状況下にあって、建築計画学側からは様々な取り組み
が行なわれていることは事実である。では、そうした取り組みを幾つかここで紹介しよう。まず、在塚礼子の議
論をみていくことにしよう。在塚は住宅の型が全国一律にnLDKに標準化していった結果、気候風土や生活
文化などによって培われてきた住宅の地域性が切り離されてしまい、さらに地域との関わりを失う結果を生ん
だと指摘する（32）。その上で今後の課題を、かつて地域において必然的だった生活の共同性を何らかの形で
取り戻すことが必要だとし、新たな住み方も含めて、家族とも地域とも連帯して住むことのできる住まいを探求
する取組を実施している。そうした結果、構想されているのが、「近代化によって失われた」家族の個別性や
ひとつの家族の時間的変化にも対応できるような「やわらかさを取り戻し、住み手みずからが住生活をつくりだ
すことによって、状況の変化に対応しながら住み続けることのできる住まい」である（33）。そこでは子供が成長
するに従い、家族内の個人化、住まいにおける個人の場が重要であると認めつつも、公私室を出来るだけ開
き、居間にそれぞれの私的な居場所をつくり出そうという試みも行われる。また、一般の住まいを家族の器、地
域生活の器として見直して新たに作り出そうというだけでなく、加えて、「共に住むこと(コーポラティブ、コレク
ティブ)」の取り組みにも注目を寄せる。そして、家族の変化、地域社会の変化、高齢化、女性の社会参加、環
境共生などの現代の課題と結びついて生まれた「共に住むこと」のあり方を、一般の住宅・住宅地に如何に活
かすかが今後の課題であると結ぶ（34）。 
 ここでもう一つ紹介するのが、建築学者であり一貫してハウジング論に取り組んできた住田昌二の研究実践
である。西山門下生の一人である住田は、西山のマスハウジング論と自身のハウジング論とを比べながら、住
田自身のハウジング論とはまさに西山のマスハウジング論の軌道修正、方向転換にあったという。そうした住
田が西山のマスハウジング論を超克するために示したものが以下三点である（35）。一つめは、住宅計画論に
おいては機能論から文化論へ移行が不可欠であるとした点である。これは具体的に、住生活の諸条件が複
雑化し、家族のあり方や住生活が多様化してくると、空間と行為の相互関係は機能論の解釈（36）では不足とな
るとし、そうした多様化していく動向に対しては、歴史的視野に立った、文化統合論的な解釈が求められると
主張する。二つめは、住宅政策論においては西山のマスハウジング論からマルチハウジング論が求められる
とした点である。こうした主張の背景には、住宅問題の核心が「フロー」から「ストック」の問題へと移行している
との認識がある。つまり、住宅の量的な不足が叫ばれた時代は過ぎさり、住宅供給のあり方が新たな段階に 
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図 脱標準型の住宅平面の一例 
社団法人日本家政学会編『変動する家族‐子供・ジェンダー・高齢者‐』建帛社、1999 年、242 頁から転載。 
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来ているとの認識である。住田はこうした状況下においては、住宅に寄せられる多様な需要に自在に対応で
きる供給システムの構築が不可欠で、それを実現するためには従来の関連する全ての領域において抜本的
検討を行い、〈全方位〉の住宅政策が求められていると主張する。最後は、西山住宅学において、住まいやま
ちづくりにおける「コミュニティ論」の議論が弱いことを指摘する。その上で、今後のコミュニティ像とは何かを把
握すると共に、日本のそれぞれの地域において「再生・再興」を促す主体的地域論の提起が必要であると主
張する。 
 以上見てきた通り、1970年代以降の急激に変化していく日本社会、その中で家族や地域のあり方に対応
する建築計画学の側からの具体的な取り組みがあったことは事実である。また、最近でもこうした議論は建築
学の専門家に限らず、社会学、経済学などの分野から広く活発に議論されており、その注目度は高い（37）。た
だ、ここからもハウジング論のあり方に一つのゴールはなく、今後も社会の変容と共に、続けて議論が不可欠
な分野であることが理解できるだろう。そう考えれば、西山のマスハウジング論は住宅難が住宅問題の中心に
あった時期において大きな影響力を持ったが、その後、それが社会変容と共に終焉を迎えたこともある種の
必然性だったと言えるのではないだろうか。 
 
 
おわりに 
 
 これまで戦時体制下において体系化されていった住宅計画学の成果が、第二次大戦以降の日本社会にお
いても大きな影響力を持った流れと背景、また、それが高度成長期の中で徐々に終焉を迎えていく時期まで
を通してみてきた。そこから分かったことは、高度成長期以降の住宅計画においては人々がそこでの住生活
に何を求め、どのような生活をしようとしているのか、或いは、どういう人々(家族)が住むのかという点が決定的
な意味を持つようになったという点であった。よって、戦時体制下やそこから復興間もない時期において住宅
難の解決(質的な要求ではなく)が何よりも求められる時期であれば、西山住宅学の方法論で住宅を標準化
することは確かに有効であったが、その時期を脱し高度成長期に日本社会が急激な変化を遂げるに伴い、住
宅計画への様々な要求が出される中にあっては、そうした標準化のあり方自体に課題が生じ、その方法論が
通用しなくなっていった。その結果として、西山住宅計画学の一つの終焉を生むことにもなったのである。ここ
から、住宅という人々の暮らしに、さらには地域社会の形成にも直接かかわる“器”を計画すること自体が非常
に困難であり、まさに標準化しにくい一つの事例が今回の住宅であったことが理解できるだろう。 
 近代以降の日本において、特に西山が先導した住宅の標準化という取り組みは、戦時体制下から第二次
大戦以降の住宅難という特殊な時期において強力な影響力を持った。そして、その影響は今日の我々が暮
らす住宅の間取りにも及んでおり、その磁場から未だ完全に脱してはいない。既に触れた通り、1970年代以
降の急激に変化していく日本社会、その中で家族や地域のあり方に対応する建築計画学の側からの様々な
取り組みがあった。しかし、そこでも住宅の標準化というものが今後やはり必要になるのか、それとも、住宅の
標準化という発想自体が時代遅れな議論なのか、この点についての明確な解答は未だ出されていないように
思われる。一つの終焉を迎えた住宅の標準化の次にどんな住宅設計のあり方があるのか。その解答を求め、
今日においてもその模索が続けられている。 
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（1） 例えば、功利主義、権威主義、異質なものの排除(または、包摂)、普遍主義など。 
（2） 残念ながら、ここで西山が行った住み方調査の全件数を具体的に示すことは出来ない。しかし、西山は大学院
生の頃より、「町あるき」と称してカメラを片手に至るところをまわっている。西山はこの居住実態調査を「住み方調
査」とし、自身の住宅研究において、まず「住み方調査」を行うことを何より重視した。その一例として、西山は関西
における都市住宅調査として、約四年間の間に3500件以上の調査を一人で実施している。西山夘三『建築学入
門 生活空間の探究 上巻』勁草書房、1938年、440頁。 
（3） 「転用論」とは、従来、建築界の学者が、今まで自分たちの研究対象として取り扱ってきた大邸宅の規格を念頭
におき、それを縮小することで庶民住宅の設計・規格化を行おうという発想を指す。 
（4） 1935年の時点から、西山は関西を中心に住宅調査を実施しているが、当時の調査史料を見ていくと、試行錯
誤を繰り返すなかで、調査において明らかにすべき課題が徐々に絞られていく過程が理解できる。ちなみに、当
時西山が住宅調査で収集した史料は西山文庫で閲覧可能である。 
（5） 実際、西山自身も後に「学会の報告を見て、まったく分かってないって思いましたですワ。(中略・三村注)僕は、
この学会の報告書に接して、逆に自分の考え方がハッキリしたですワ。それまで食事室の優先性ということには気
づいておったわけですが、もっと明確に、食事室を寝室から分離させることが庶民の小住宅ではいちばん大事な
ことなんだと気づいた。」と語っている。藤森照信『昭和住宅物語“初期モダニズムからポストモダンまでの23の住
まいと建築家”』新建築社、1998年、283‐284頁参照。 
（6） 藤森照信前掲書『昭和住宅物語』。他にも、社団法人日本住宅協会編『昭和の集合住宅史』星雲社、1995年、
28‐35頁。また、住田昌二ほか編『西山夘三の住宅・都市論 その現代的検証』日本経済評論社、2007年、24‐
29頁などにも関連した記述がみられる。 
（7） 藤森照信前掲書『昭和住宅物語』285頁。ただ、同時期に東大においても、戦前から庶民住宅の問題意識は
あったという事実は、押さえておかねばならないだろう。 
（8） 筆者も参加した『西山夘三の住宅・都市論』出版記念会(2007年7月27日・大阪)にて、コメントを求められた鈴
木は「とにかくあの頃の西山さんの論文は全部読みました。そういう意味で随分と影響を受けました。」と自ら語っ
ている。(筆者の録音記録による) 
（9） 藤森照信前掲書『昭和住宅物語』288‐289頁。 
（10） 公営住宅「51Ｃ型」規格から住宅公団の住宅規格に至る変遷の実態については、本稿の直接の課題でない
ため、詳細は割愛する。この点を詳しく明らかにした研究として、北川圭子『ダイニング・キッチンはこうして誕生し
た 女性建築家第一号浜口ミホが目指したもの』技報堂出版、2002年や、「公営住宅51型標準設計と住宅公団
DK型標準設計」『昭和の集合住宅史』日本住宅協会、1995年、などがある。 
（11） 正確に言えば、住宅営団は1946年12月に閉鎖されており、住宅公団が設立される1955年7月までには断絶
がある。しかし、双方の組織的性格は類似性が強く、その多くが住宅営団から引き継がれているというのが、今日
の一般的見解である。 
（12） ステンレスの流し台の他にも、公団住宅に設置された洋風便、また玄関ドアのシリンダー錠などは、公団にお
ける住居近代化への眼目であった。例えば、当時、便所は和風便所が一般的であったが、公団大阪支所長青樹
英次による強い主張で周囲の懸念を抑え、洋風便所が採用され、結果的に急速に社会に馴染んで、その後は全
支所に採用されるに至っている。鈴木成文ほか編『住まいを読む 建築ライブラリー5』建築思潮研究所、2004
年、170頁参照。 
（13） 藤森照信前掲書『昭和住宅物語』307頁。 
（14） 住田昌二、西山夘三記念すまいまちづくり文庫編『西山夘三の住宅・都市論 その現代的検証』日本経済評
論社 、2007年、5頁。また、布野修司『布野修司建築論集Ⅲ 国家・様式・テクノロジー －建築の昭和－』彰国
社、1998年、104頁には、「驚くべきことに、西山夘三の思惟のフレームは、その後も(戦後を含めて)大きな変化は
ない。」という記述が見られる。 
（15） 具体的には、住田昌二前掲書『西山夘三の住宅・都市論 その現代的検証』47‐48頁を参照した。 
（16） ここで確認しておくべきは、住宅公団の設立背景に、1955年の衆議院総選挙において、各党が住宅対策を
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選挙スローガンに掲げていたという点と、その選挙の流れの中で成立した鳩山内閣が重要施策の第一に住宅対
策の拡充を掲げたという流れである。要するに、この時期は日本社会全体に住宅対策を求める雰囲気とそれに応
えようとする社会構造が存在していたのである。 
（17） 具体的にその戸数は、1956‐1960年累計で15万戸であり、都市の住宅難を解消するほどの数が供給された
わけではなかった。 
（18） 公団住宅のもう一つの特徴は、浴室とシリンダー錠であった。当時、多くの庶民がまだ浴室はおろか、便所や
台所さえも共有する状況下にあった。こうした中で浴室とシリンダー錠の登場は、プライバシーの概念を意識させ
ることになったという。橋本寿朗ほか編『現代日本経済[第3版]』有斐閣、2011年、119頁参照。 
（19） 1958年7月21日号の『週刊朝日』のトップ記事にこの言葉が登場して以降、それが一気に普及していったと
言われる。 
（20） この点に関して筆者は別稿で詳しく論じている為、そちらも参照されたい。「住宅規格の「標準化」‐戦前・戦後
の連続と断絶‐」『都市問題』第102巻第3号(財団法人東京市政調査会)2011年。 
（21） 橋本寿朗前掲書『現代日本経済[第3版]』122頁。 
（22） これらの消費拡大の要因については基本的に、橋本寿朗ほか前掲書『現代日本経済[第3版]』123‐124頁を
参照した。 
（23） 岩上真珠によれば、核家族化とは「一、総世帯に対する核家族世帯率の増加、二、核家族を理念型とする夫
婦家族制の規範の浸透、のいずれかもしくは両方」を指すという。岩上真珠「第5章 高度成長と家族」大門正克
ほか編『高度成長の時代2 過熱とゆらぎ』大月書店、2010年、214頁参照。 
（24） こうした見解はほぼ通説である。例えば、渡辺洋三は戦後改革による家族制度の廃止による個人の「家」から
の解放という前提がなければ、高度成長を可能にする労働力の調達は不可能であったという。また、家族制度か
ら解放され、核家族によって世帯数の増大した小市民的家族の近代的生活の変化なくしては、高度成長を牽引し
た消費財産業の大量生産と市場の拡大は不可能であっただろうといい、家族の変化と高度成長との相互関係を
強調する(渡辺洋三『日本社会と家族』労働旬報社、1994年)。この他、盛岡清美も、1960年代の高度成長により、
雇用が増加し、労働力の地域移動が激化するに伴って、夫婦家族制度理念が広く実現される状況を迎えたと説
明する(盛岡清美『現代家族変動論』、ミネルバ書房、1993年)。 
（25） 大門正克前掲書『高度成長の時代2 過熱とゆらぎ』243頁参照。 
（26） 上野千鶴子『近代家族の成立と終焉』岩波書店、1994年、39‐40頁。 
（27） 橋本寿朗前掲書『現代日本経済[第3版]』128頁。 
（28） 布野修司『戦後建築論ノート』相模書房、1981年、87頁。 
（29） 具体的には、住田昌二、西山夘三記念すまいまちづくり文庫編『西山夘三の住宅・都市論 その現代的検証』
日本経済評論社、2007年、47‐48頁を参照した。 
（30） 布野修司前掲書『戦後建築論ノート』266頁。また、後年、西山は第二次大戦以降、特に高度成長期以降の
時期に自らの予測とは異なる方向へ住宅計画が向かったことを吐露している。それを具体的に、「さらに最も大き
な現実の発展とのくいちがいは、住空間の構成について本篇の作業がユカザ式の生活様式を大きな前提として
いたが、前にのべたさまざまな「生活革新」と生活観の変革にささえられ、意外に早くイスザ化が進み、またダイニ
ングキチンといった形の家事空間と居住空間との再編成がみられ、住居水準の向上による住空間の発展が、本篇
で仮定したような居住方式から大きくはずれていったことである。」と記している。ここから、西山がある程度、住宅
計画を行うにあたって、住空間やそこでの住様式の発展過程について自ら仮説を立てた上で、それを住宅計画に
反映させようとしていた実態が確認できる。 
（31） 上野千鶴子『家族を容れるハコ 家族を超えるハコ』平凡社、2002年、226頁。 
（32） 在塚礼子「第12章 住まいと家族・地域社会‐ともに住むかたちの可能性‐」社団法人日本家政学会編『変動
する家族‐子供・ジェンダー・高齢者‐』建帛社、1999年、238‐239頁。 
（33） 社団法人日本家政学会編前掲書『変動する家族‐子供・ジェンダー・高齢者‐』建帛社、1999年、241頁。 
（34） 社団法人日本家政学会編前掲書『変動する家族‐子供・ジェンダー・高齢者‐』建帛社、1999年、246頁。 
日本における「標準化」の史的考察 （人文社会科学研究科 研究プロジェクト報告書 第217集） 
 
 - ４５ - 
（35） ここでの住田の議論は、住田昌二前掲書『西山夘三の住宅・都市論 その現代的検証』75‐79頁を参照した。 
（36） これは、住空間と住様式の対応関係を機能論的視点から分析し、平面系(間取り)を主軸に住宅の型分けを行
い、そこから基本的な住宅型を見出し、その「型」を普及させていく方法論を意味する。 
（37） こうした議論を知る良書の一つが、山本理顕、上野千鶴子、金子勝ほか著『地域社会圏主義』INAX出版、
2012年であろう。 
 
 
 
 
 
 
 
